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（1＞　米国

協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 、平成5年度の計画

「 己

ライフサイエ 宇宙におけるライフサイエン 1科学技術庁 NASA 61年度に第1回ライフサイエン 日本で開催する予定であり、
趣

ンス分科会合 スの実験、研究、開発に篤し 宇宙開発事業団 ス分科会会合及び宇宙生物学分 今後更に協力の方法、内容及

（SSLG） 定常的な情報交換を行うとと 野での第1回ワークショップを び地上研究協力構想、飛行サ

もに、協力の方法、内容につ ’開催した。　　　　　　　　． ンプル解析協力、開発予定装
’

いて検討する。 62年度には第2回会合を米国で 置仕様の情報交換等について
」

行い、協力の進め方等について 具体的検討を継続して行う。

成果を得るとともにくNASA
量

鞘 からのうイフサット構想の提言

があり、今後の検討課題とした

第3回会合を、SSLG全体計
’画会合にあわせ、日本において

ド
L

，開催し、今後の協力推進方法、
F　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’ ・内容等について協議した。

63年度には第4回会合をSSL
， G全体計画会合にあわせ、米国
1

において11月に開催し、FMP
皿

」

「
T、IML一’1回忌一2、ライ
フサット計画等について協議し い

一

た。また、宇宙ステーションに

向けてのミーッションについても

意見交換を行った。

平成元年度は日本において開催
〆

（2年4月上旬）し、”IML一
5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　》

i 2の実験協力形態について協議
へ

一2ゑ5＿
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協力テーマ
協力の内容 　　　　　、坙{側機関 相手機関　　　　　、 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

（協力の根拠）

覧 した。

平成2年度は米国においてSS
噌

甲 LG全体計画会合と合わせ開催 ノ

し、FMPT，　IML－1及び
一2、ライフサット計画等につ

いて協議した。さらに宇宙ステ

一ションに向けてのミッション

、　　　　　　　冑 地上研究協力についても意見交

換を行った。

平成3年度は計画会合と合わせ
一

て開催し、IML－2後のスペ
一スラブ協力、スペースステー

’

／

ションに向けたミッション、装

置共同開発に関して意見交換を

「

’

行った。

平成4年度は、計画会合とあわ

せて米国で開催し、地上研究、
、

スペースラブ飛行（IML－2

SLG－2，3）、神経科学ミ
ッション、スペースステーショ ノ

ン、宇宙放射線等における協力
’

に関して意見交換を行った。

　　　　　　属@　！　　」

rS亡G微小 宇宙における微小重力科学分 宇宙開発事業団 NASA 62年度に第1回会合を米国で開 日本で開催する予定であり、

重力科学分科 野における実験、研究、開発
1

催し、日米における研究状況及 当該分野における研究開発動

ム，ム；zミロ に関し、定常的な情報交換を び実験計画の動向等について情 向に関する情報交換、関連計

行うとともに協力の方法、内 報交換を行うと共に、今後の協 画における協力の進め三等に

〈勘
一一ρ

・3

3 』

協力テーマ
協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年9度までの実績 平成5年度の計画（協力の根拠）

、

容について検討する。 力の推進について協議した。 ついて引き続き協議検討を行

また、引き続き第2回会合をS う。

㌦ SLG全体計画会合に併せ、日
く

本において開催し、IML計
画、宇宙ステーション利用計画

等における協力の進め方につい

’ て協議すると共に、今後年1ッ

聖 2回の会合を進める等の提言を
｝ まとめた。

63年度には第3回会合をSSL
！

G全体計画会合にあわせ、米国
消

において11月に開催し、宇宙ス
，

テーションに向けて具体的な協

力計画を立案することとした。

平成元年度は、FMPTでの共

同研究の進め方、IML－2に
おける協定の進め方等について

協議した。

平成2年度は米国においてSS
LG全体計画会合と合わせて開

’

催し、日米における宇宙実験計 塙

画及び研究の現状について確認
’

げ
、 を行うとともにFMPT、　IM

暑

ピ しでの協力をもとに宇宙ステー

ション時代に向けて発展させて
ヅ　　　　　　　　　　　’

いく方向で、今後、より緊密な

情報交換を行うこととした。

一227一’
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協力テーマ
協力の内容 日本側機関

　
相
手
機
関
、

平成4年度までの実績 平成5年度の計画
（協力の根拠）、

平成3年度は日本において計画

会合と合わせて開催し、IML
計画等既定協力計画の進捗状況

ノ

’

の確認と宇宙ステーションへ向

けた装置開発、予備実験機会の

確保等に関する情報交i換を行っ

〆

た。

平成4年度は計画会合とあわせ ’

て米国にて開催され、SL－J

／FMPT、　IML－2計画等
既定協力計画の進捗状況の確認

とIML－2に続くスペースラ
ブ協力飛行機会の可能性、研究

協力の進め方、宇宙ステーショ

ン利用における協力のあり方等

について意見交換を行った。

JERS－1の利用 JERS－1の利用に関する情報 宇宙開発事業団 NASA NASAは、アラスカにあるNASAの アラスカNASA施設における

（SSLG） 交換 通商産業省 施設でJERS－1データ受信を提案 JERS－1のデータ取得に対する
r

した。本提案はNASDAにとって 協力活動を維持し、JERS－1の

； 受入可能であり継続して情報交 データ解析・研究を推進す

換を行うとともに、関係機関と る。

の調整及び検討を行い、63年1

月MOUを締結した。
i き

卍 63年11月のSSLG（ワシントン）にて相

互の情報交換を行った。
《

卜

津 ’元年3月（東京）及び9月（ア ダ

ザ；鞠

評

ぐ》

3

　　

@　
　
　
　
　
漏

協カテ’一マ 　　曳
ｦ力の内容 日本側機関 相手；機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

‘（協力の根拠）

岬
ラスカ）にてJERS－1の運用等に

’

話

　　　；

係わるインターフ土「←ス会議を　　　　　　　　　〃

J催した。

ノ

く

f 3年11月のSSLG（東京）にて、

ず
｝

lJERS－1についての協力が強調さ

れた。4年2月にJERS－1を打上

げた。　　　　　　　　　　・

極軌道フ。ラット　　　1

tず一ム計画

　　　　　　みﾉ軌道プラットフォームを使

ﾁた地球観測に関する情報交

科学技術庁　　　　　ヒ

F宙開発事業団
NASA
mOAA

日本はミッション機器を搭載す

髟綷?ﾅ参加することとなり、

情報交換、検討を行い、通産

ﾈが供給するミッション機器

（SSLG） 換 通商産業省 インターフェイス調整会合にて の研究を進める。

二 調整を進めた。

63年11月のSSLG（ワシントン）

にて相互の情報交換を行った。
’

r

63年12月（東京）及び元年11月

（ワシントン）のEO－ICWGでも相互の
忌

情報交換を行った。

ランドサット ▽米国ランドサット衛星からの 宇宙開発事業団 NOAA ・ランドサット5号機のMSS，　TM ・ランドサット5号のMSS

衛星データの 地球観測データを受信するた データを定常的に受信してい TMデータの受信・提供を

受信（米国ラ ・めの覚書d979年1月29日締 　　　　　　　　　　　　、驕B 引き続き行う。

ンドサット衛 結）に基づき受信処理等に
L

・3年度はHDDT（High　Dens ・要求があればHDDTの送付を

星からの地球 必要な情報を入手するととも ity　Digital　Tape）の送付の 行う。

観測データを に、、受信記録処理設備を行 要求はなかった。 ・ランドサット6号打上げ予

受信するため 　　　　　ノtつ。　，　　　　　ズ ・ランドサット6号打上げ以降 定日が5年1月から5年7

の了承覚書 NASAには、覚書に基づき要求 は相手側機関がNOAAから 月に変更となった。
’

54年1月29日 のあるシーンについてHDDTを EOSATとなる。（1990年

一229一
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溶湯テーマ
i協力の根拠）7

協力の内容　　　・ 日本側機関 相手機関　’ 平成4年度までの実績 平成5年度の計画
ユ

｝

締結） 送付する。1983年8月11日覚 12月28日協定締結）

書改訂され、相手側機関が ・ランドサット政策法案が成立
ノ

、

NASAからNOAAに変更された。 し、相手側機関がEOSAT
又、ランドサット6号より相 から、NASAに変更になつ

、
手機関がNOAAからEOSATに変 た。

更された。
」

ランドサット 米国ランドサット衛星データ 宇宙開発事業団 NOAA ・ランドサット地上局運用会議 ・LGSOW及びLDDMWGは6月に
咳

地上局運用会 受信のための了解覚書（MOU） ランドサフト受信諸 LGSOWGは年1回、下部会議 日本で開催予定。

議（同上） に基づき、ランドサットデー 国 LTWGは年2回、　LDDMWGは年1

タを受信処理する国々の間で 回開かれてきた。

受信計画及びデータ処理のた ・平成4年度は、LGSOWG及び

めの情報交換及び調整を行 LDDMWGは6月にノルウェーで
う。 LTWGは7月にブラジルで開か

， れた。
、

ERSL　1地上局 ・米国アラスカ大学に設置する 宇宙開発事業団 JPL ・3年11月にNASDAにおい ・JERS－1打ち上げによ
インタァフェース調整 ESA，　NASDAのERS－1，JERS－1受 アラスカ大学 てERS－1地上局整備に係わる 　　　　　　し闖I了

（NASDA／NASA 信局との間でデ一三フォーマ インターフェース打合せ。

のERS－1通信 ット等のインターフェース調 ・地上局インターフェース文 ノ

受信協定 整を行う。 書の改訂

63年1月締結） ・地上局設備整備及び運用調

査のためのインタフェース打合せ。
●

ランドサット衛星 米国ランドサット衛星（6号） 宇宙開発事業団 EOSAT ・ランドサット6号打上げ後の データ保護計画について作成

（6号）データ ．からの地球観測データを受信 Tax，　TMデータの定常的受信 中

の受信 するための協定（平成2年12 について協定を締結した。

（
打
上
げ
予
定
日
が
平
成
5
年
1
恥

（宇宙開発事 月28日締結）に基づき受信、 （2年12月28日） 月から、平成5年7月に変
阿

o “漣 r／

協カテーマ
i協力の根拠） 協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画
　　、
ﾆ団と地球観

ｪ衛星会社と
ﾌ間のランドサフ

gテ㌧タダウンリンク

ｦ定げ2年12月28日

�求j

dTS－VI追跡管

ｧ支援

処理及び保存に適した地上受

M局を運用するとともに受信
L録処理設備の整備を行うみ

@　　　　　　、dTS－VI打上げ初期段階の追跡

ﾇ制支援を受ける。

栖宇宙開発事業団、

@　　　　監

NASA／JPL 5年度夏期の打上げに向けて、

q星適合性試験、データインタ

[フェース試験を実施した。

　更された。）

n上設備系総合試験リハーサ

汲ﾌ実施に向けての準備を進

ﾟる。（6年度夏期打上予定）

　　　、fMS－5追跡管

ｧ支援

GMS－5打上げ初期段階の追跡

ﾇ制支援を受ける。

宇宙開発事業団 NASA／JPL 5年度冬期の打上げに向けて、

ﾇ跡管制支援に関する契約を締

汲ｵた。

衛星適合性試験、データイン

^ーフェース試験を実施する

i6年度冬期打上予定）

宇宙ステーシ

㏍東v画

i開発運用段

Kの協力政府

ﾔ協定及び了

�o書）

日、米、欧、加の国際協力に

謔驩F宙ステーション計画に

Q加するための実験モジュー

汲ﾌ開発を行う。

@　｝

@　　’

外務省

ﾈ学技術庁

F宙欄発事業団

@　　　ザ

国務省

mASA

@　　　　l

予備設計段階の協力了解覚書

iMOU）に基づき予備設計及び

ﾖ連技術研究を62年度まで行っ

ｽ。

U3年度にはNASA　PRR
iプログラム要求審査）等を行

､とともに、国際共同管理する

坙{実験モジュール（JEM）
Z術要求文書の作成を行った。

ｽ成元年9月に開発段階の協力

ｹ解覚書（MOU）が発効さ
黶AJEMの基本・詳細設計、

JEMの全体システム設計の維持
ﾝ計に着手するとともに、J　　　　　　　　　’EM運用システムは、全体詳細設

vを行うとともに、運用管制

Vステム等の基本設計に着手する

@　　　　　　　　　　　1

一2・31一
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協力テーマ 　　　、
ｦ力の内’容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

ρ（協力の根拠）

｝ 開発基本試験等の作業に着手し

た。

ｽ成2年度は、EMの開発に着

ノ

書し、3年度はJEMの運用シ
ステムの基本設計に着手し、搭

乗員（MS）の募集・選抜を行
ピ　　’

｝

つた。

平成4年度は、引き続きJEM
追

全体システムの詳細設計を行うと共
つ

　昏k

に各部システムの詳細設計に着手し

た。また、JEM運用システムの全

体詳細設計に着手するとともに

運用管制システム設計を行った。

ノ

第1次材料実 スペースシャトル／スペース 宇宙開発事業団 NASA シャトル事故後のマニフェスト 打上げ6ヶ月後に中間報告会
　　㍉　　　　、

ｱ　FMPT ラブを利用して、宇宙環境に
変更に伴う開発スケジュールの 12ヶ月後に最終報告会を開

（第L次材料 おける材料及びライフサイエ 見直し結果（打上げ実施を62年 催する。また、科学研究成果

実験了解覚書） ンスの実験等を行う。 度から66年度へ変更）に従っ をまとめ、宇宙開発委員会等

昭和60年3月 て、シャトル搭載の実験装置の へ報告する。

β0日締結 製作試験を進め、62年度末をも

ってほぼ開発を完了した。

℃

63年度以降、実験装置のNAS
r Aフライトラックへの搭載、試

，

卜
「

験作業を行うとともに、PSの

1

「 実験操作訓練等を行った。
，

平成2年度には、実験装置をケ
■

ザ

ネディ宇宙センターに輸送し、

邑．一ρ みTj診 縄「
協力テーマ

協力の内溶 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画（協力の根拠）
”

｝
『　　　、

スペースラブモジュールへの組
6

㍉　　　　　　’ み込みのための準備作業を進め

止 た。なお、マニフェスト変更に

伴う打上げ契約の変更（62．3．

30）を行うとともに、さらにそ

の後の状況の変化に対応した契

約の改訂を行った。　’　　　／

平成2年度にプライムPSの選
’

宅 、抜を行い、米国での訓練を実施
’

するとともに、搭載実験装置の

NASAへの輸送、KSCにお
ける射場整備作業を行った。平

成2年12月のマニフェスト変更
ρ

噂 により打上げ日が平成4年8／
、 9月となった。

平成3年度は、シャトル搭載実

験装置のインテグレーション、

ピ　　　　　じ　　F PS訓練、実験運用要員の訓練
’

を引き続き行った。
’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　F

また、NASAとの間で契約改
ど

、 訂交渉を行い、7件の共同科学
塾 研究を実施するための研究協力

書簡（LA）を交換した。

平成4年度は、シャトル搭載実験装

置のインテグレーション、PS訓練、実

験運用要員の訓練が引き続き行

「 ’われ、平成4年9月12日にシャ
甲　　　　　　‘　’

一233一 ／
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協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容　　　、 日本側機関
　　　一
且閨G機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

恥

　　　　　　竺
総ﾛ微小重力’

ﾀ験室
iIMレ1）計画’

iNASA書簡）

A
さ
　
　
　
　
　
把
　
　
　
　
　
　
　
o

駒IML－1計画にFMPTで

J発した実験装置の一部を提、

氓ｵ、宇宙環境下における国吋
@　　　　　　　　　　　　‘ﾛ的な共同実験を行う。

　　　　　＼

F宙開発事業団

@　　㌦

　　　　　　♪mASA
@　、
@　　一

トルが打ち上げられ、約8日間に

墲ｽり、飛行運用、地上対照実

ｱ等が実施された。飛行後は、

fータの解析、実験成果のとり

ﾜとめを行った。

@7
PML－1計画参加のための書
ﾈ契約（LA）が締結され、有
@結晶成長装置及び宇宙放射線　　　　　　　　　　　　　　iモニタリング装置で参加するこ

ﾆになり、平成元年度にPFM
�ｮ成させた。

Xペースシャトル搭載のため、

Q装置をNASA　KSCへ輸
翌ｵた。その後、2年12月のマ

jフェスト変更を経て、4年1
獅Q2日に打ち上げられた。

ｽ成4年度は、．飛行後試料の解

ﾍ、実験後結果をまとめ、米国

ﾅ開催された中間報告会に報告

ｵた。

、　　　　　〆

ﾀ験結果の最終報告をとりま

ﾆめる。

国際微小重力

ﾀ験室
iIMレ2）計画　　　E（NASA書簡準

IML－2計画にFMPTで
J発した実験装置の一部を提

氈Dし、宇宙環境下におけるラ

Cフサイエンス及び材料科学

宇宙開発事業団

@　　　　　　望

　NASA 世界各国から提案された実験装

uの選定作業がNASAを中心とし

ﾄ行われ、元年度に我が国の実

ｱ装置及び実験テーマの選定を

搭載装置をNASAへ引き渡
ｷとともに、スペースラブへ

ﾌインテグレーション作業を

sう。また、米国でのPS訓

・～働 ㊥
／

」　
_

協力テーマ
協力の内容 日本側機関． 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

（協力の根拠）
↓

備中）’ 実験を国際的な共同実験を行 行い、基本設計に着手した。 練を実施する。
サ　　　　　　　　　　　　　　　へ、

ﾂ。 これに引き続き、平成2年度に
ノ

1

は詳細設計を開始し、平成3年
、

、

6月に詳細設計審査を実施した

｛

”
後、搭載装置の製作、試験に着

陣した。

平成3年11月よりIML－1の
PS募集、選抜作業が開始され

み

た。

’ 平成4年度は、搭載装置の受入

、 試験を行った。またくIML一
1　　　　　　　　　　1 2のPSとして向井搭乗部員が

選抜され、その訓練を開始した
1

TRMM　・ 熱帯地方の降雨を直接観測す 科学技術庁 NASA 62年1月より63年3月まで日米 引き続きSSLGのもとで、

（熱帯降雨観 る衛星計画の推進 宇宙開発事業団 両国でTRMM衛星のフィージビリ TRMM衛星について、日米共同

測衛星計画） 日米共同フィージビリティ 通信総合研究所 ティスタディ（フェーズA）が進 で計画を推進していく。
四

第4回SSLG
スタディ（フェーズA）に　　ノ

気象庁 められ、この間62年10月には熱 また、TRMM開発のため、　NASA

（61年6凋） おいては．熱帯降雨観測衛 日本学術会議 帯降雨観測に関する国際シンポ とCRL間の航空機共同実験

で、新規協力 星（TRMM）のミッション機器 TRMM作業委員会 ジウムが東京で開催された。 を推進する。
’

プロジェクト である降雨レーダー（P．R．） 63年4月にNASA局長が、5月に

として合意 ・を開発し、NASA開発のセン 科学技術庁研究開発局長がフィ
、

サ（可視・赤外及びマイク 一ジビリティ報告書に調印し

四二放射計）と共にNASA衛 た。また、11月のSSLG計画会合
㍗

星バスに搭載し、我が国の （ワシントン）においてTRMMに

H－11ロケ’ットにより、打ち 関する日米協力の継続を確認し

上げることとして研究を進 た。

！

’
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、

協力テーマ
協力の内容　　　， 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画（協力の根拠） 、

’

めることが合意されている ぞ
、

元年9月よりNASAはTRMM計画の

フェーズBを開始し、このため

注）P．R．：Precipitation の会合が米国に於いて開催され

旨
・Rader た。、また10月のSSLG計画会合

（東京）においてTRMMに関する

1 日米協力の継続を確認した。

2年1月にTRMM国際シンポジウ

ムが東京で開催された。

仁 2年10月号りNASAはTRMM計画の
凪

「 フェーズCを開始した。また11

窪 月にワシントンでSSLG計画会合

が開催され、引続き協力を埋め

ている。
’

3年3回忌NASAとNASDA間で、

今後の協力を進めるに当たって

の書簡（LOA；Letter　of　Agreeme

nt）を交換した。4月に我が国

に於いてTRMM計画の開発研究を

開始した。11月東京に於いてSS

LG計画会合が開催され、引続き

協力を進めることとなった。

一　　　　　， 、

糟

し

言 5
’

‘

ノ　　　　　　　　炉

’

ミ働 ⑱

協力テーマ
i協力の根拠）

　
　
　
協
力
の
内
容
喜 ’日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

」　　し

撃hSTP／GEOTAI　　　　唱 　　　　　　一n球を囲むプラズマ環境の総
　占

ｶ　　部　　省 NASA
ISTP計画の一環であるGEOTAIL　　，

GEOTAIL衛星の運用を継続し

山計画 合理澄めために計画されるIS 宇宙科学研究所 計画について、平成4年7月2 ている。テレメトリ受信は臼
　　！
nPEN計画 ’TP計画（OPEN計画改称）に参

1 4日にケネディ宇宙センターか 田とNASAのDSNで行っ
を変更　　　昼

　7弓亀C賦する。数機の科学衛星を地 ら衛星を打上げ、磁気圏尾部の ている。

非等ネルギー 球周辺の空間に打ち上げて観 観測を日米の研究者が協力して

5分野の宇宙科 　　　　　　　　　　　　甲C測ネットワークを作り、太陽 開始した。

学協力）、 風エネルギーの磁気圏流入、

オーロラ電子の加速、磁気圏
・電波の放射等め物理機構を明 ’

㌻ 　　　　　メ轤ｩにする。宇宙科学研究所 餌

ぞ 1は稟賦NASAと共にGEO
チ勃

1TAIL衛星計画を実施する
β

■　　㌔

「　ヒ

o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ち

@　　　　　rも
、

惑星および小　　　　　〆ノ

V体ハレしす

ユgr86年ハレー彗星が地球

ﾉ接近した際、わが国はPLAN

文’部　　省
F宙科学研究所

N
A
S
A
　
　
　
　
「
∫

ハレー彗星観測についての国際

Iデータ収集計画に協力するた

日米協力での彗星塵採集計画

yび小惑星ランデブー計画に

い星共同研究 ｝前一Aを接近させ紫外線撮影を め、JP’しと緊密な交流が旨い ついて検討をすすめる。

　　　　　げ@’�ﾏ更 行い、米国は可能な支援を行 、ている。また、彗星塵採集計画

《非エネルギ つた。その後この計画は他の などについて日米間に人的交流

一分野の宇宙 ・彗星の塵を森即するための共 が頻繁に行われている。

，科学協力） 祠研究と発展している。 ’

7　吐　　　㌔

ゴ

‘

し

も　　　　　　　　　　「
評

丁

、

’

ρ

’
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協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容
日本側機関　　　　’　　＿ 　　－

且闍@関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

惑星科学共伺＼

､究
y星探査計画

�ﾏ更
i非エネルギ　　　　　　亀一分野の宇宙

ﾈ学協力）

@　　　し　　　　　　　　　　、

@　　　口

月探査、火星探査など両国に

ｨける惑星探査計画が効率的

ﾉ進められるように米国科学

ﾒとの惑星科学全般にわたる

､同研究が進められている。

ｽ成5年2月には月・火星・
熕ｯ探査計画を議論するため

ﾌシンポジウムを宇宙研で開

ﾃし、米国側から8名来日し
ｽ。、

文　　部　　省

F宙科学研究所
NASA

@　　　　　　、

相互の交流を続け、協力の可能

ｫや態様について米国側と検討
�iめた。平成ち年2月には「

ﾎ星および金星の大気・地表」

Vンポジウムを日米協力のもと
ﾉ宇宙科学研究所で開いた。　　　　　　　　　　　ノ

@　　　　　　　　　　一

引き続き協力の可能性や態様

ﾉついて米国側と検討を進め

驕B

@　　　　　’

X線天文学
i非土ネルギ

[分野の宇宙

ﾈ学協力）

、　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

w線天文学の研究に於いて広

ｭ協力を行う。「ぎんが」に
ﾜる観測で米国科学者との共

ｯ研究を行っている。また、’

汪冾w線天文衛星ASTRO－Dで

ﾍ日米共同の観測装置が搭載

ｳれる。更に将来のX線天‡、

q星計画での協力を討議して

｢る9

文　　部　　省

F宙科学研究所
NASA

@　　　　　，、

平成3年度に引き続き「ぎんが

vによる観測の共同研究を行っ
ｽ。また、ASTRO－D計画におい　　’

ﾄX線観測装置の共同開発を行
ﾁた。

@　　　　　　、

「ぎんが」による共同研究を

p続する。また「あすか」の

ﾏ測において共同研究を行う

B更に将来のX線天文衛星計
謔ﾅの協力を具体化する。

　　、､同テザープ

鴻Wェクト

i組手ネルギ

[分野の宇宙

ﾈ学協力）

@∫　　　　～

@」　　　七

　　　↑Xペースシャトル等の宇宙飛
ﾄ体からテザーでつながれた　　　　　＼

q星を展張し、各種実験を行　　誓

､。テザー計画に関わる基礎、

Z術の研究開発を共同して行
､。

@　　　ノ

文　　部　　省　　　　　　　！

F宙科学研究所
NASA

T

平成4年3月28日に行われた
鴻Pット実験で得られた実験デ

[タについて検討し、その結果

�Vャトルを用いたテザー衛星

v画に反映させた。

@ノ

米・伊協力のシャトルの実験

ﾌ不具合により日本としても

ｷぐに新しい国際協力に発展

ｷる可能性は少ないが、基礎

､究開発は継続する。

（鞠
タ

（蜀

　　　’ｦ力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容　　　　一 謡本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

’長時間飛翔気

?v画
ｾ平洋横断気
?ﾏ測フ。ロジェ

Nトを変更

i非エネルギ

[分野の宇宙

ﾈ学協ヵ）

長時間飛翔気球技術について
ｦ同研究を行う。長時間観測　　　　　曳

C球の協ヵ体制について研究

ｷる。

文　　部　　省

F宙科学研究所
NASA 衛星リンクによるテレメトリ、

|ーラーパトロール気球等、長

條ﾔ観測技術について情報交i換

�sった。　　1

@　　　　　　　　　　　　〆

長時間観測技術についての検

｢を引続き進める。ポーラー
pトロール気球に関する協力

ﾌ制について検討する。

太陽共同研究

i非エネルギ

[分野の宇宙
ﾈ学協力）

@　、、

@　　　　」C

太陽における各種天体物理現

ﾛの共同研究を行う。

ﾁに、科学衛星「ようこう」

ﾉよる観測を中心に、他の衛

ｯ（GRO等）観測ロケット
ﾌ観測の観測結果、地上から

ﾌ光や電波による観測結果等
烽?墲ｹて太陽活動を調べる　　　　　　　　　　　J

潤@　，

@　　ρ

h
r
　
　
ξ

文　　部　　省

F宙科学研究所

@　　覧

NASA 宇宙科学研究所のSOLAR－
`（「ようこう」）衛星計画に

ﾄ国研究グループが参加し、日

ﾄ協力で計画が進められた6衛

ｯは、平成3年8月30日に打
繧ｰられ、その後極めて順調に

ﾏ測が続けられた。衛星の運用

ﾉは米国の研究者も参加、日本

ﾌ受信局だけでなくNASAの
�M局でのデータ受信も定常的

ﾉおこなわれ効率良く観測デー

^の取得が行われた。

ﾏ測結果の解析も日米の研究者

ﾉより共同で行われている。研

?級ﾊは、日米を始め各国の学

?竓w会誌で発表され、「よう

ｱう」を中心とした国際研究集
?熏蒼焉A国外で多数開催され　　ノ

ｽ。

引き続き「ようこう」衛星の

^用をおこないその観測結果

�?Sに日米共同研究を行う

Bさらに、将来の日米両国の

v画での共同研究について検

｢を進める。
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協力テーマ
i協力の根拠）

　　　協力め内容　　　’
d

日本側機関 相手機関’

　
平
成
4
年
度
ま
で
の
実
績
、 平成5年度の計画

赤外線天文学

i非エネルギ

[分野の宇宙

ﾈ学協力）

@　　　＼

ｽ　　「

赤外線天文学の研究に関する
ﾈ下の共同作業を行う。　　　　　1

P）1994年打ち上げ予定
@の軌道赤外線望遠鏡（IR
@TS）の観測機器の共同開
@発2）銀河面、C＋線サーベイ

@のための共同気球実験

R）ESAが進めているIS
@O（赤外線スペース天文台　　　　　　　　　　　｝　）の第2受信局の支援を共

@同で行う。　　　　1

@　と

文　　部　　省

F宙科学研究所
NASA 昭和63年から続いている気球

ﾀ験は、平成4年度再びオーズ
gラリア・アリススプリングズ

賴nにおいて共同観測を行い

b＋線による銀河面サーベイに

ｰ著な成果を上げた。昭和64
Nより行っている、IRTSへの観
ｪ；機器は開発を終わり、平成4　　　　　　　　　、

N度にはSFUへの組み込み総合

詞ｱを行った。ISOの第2受信
ﾇの共同支援に関しては、合意

ﾉ達し、実行面での調整に入っ
ｽ。

7月～8月に米国・パレステ

Bン基地においてC＋線サー

xイ観測の北天部分およびオ

潟Iン分子雲の観測を行う。

hRTSは最終調整とその総合試

ｱを行い、平成6年打ち上げ

ﾌ準備を行う。ISOの第2受
M局支i援に関しては観測プロ

Oラムのとりまとめと支援計

謔ﾌ具体的整備を行う。

　　　　　　、
Xペ・一ス

@VLBI
F宙空間

@VLBIの
､究を変更
A〈非エネルギ

[み野の宇宙

ﾈ学協力）・

@　　：

@　L

`　　r

宇宙科学研究所が1989年
xにスタートさせたスペース

u：LBI衛星計画、（VSOP
jについて協力する。

@　　　　　　　　　慣

@　　　　，@　　　　　　と

@　セ@　　　　　　　　　　　15
@　　　」
@　　　　　　　　　　一
@　　　F

文　　部　　省

F宙科学研究所

@　、

@　　r　　　　　　　　　　　　響

@　　　　1　ゴ

NASA

@　　　　　、

@「

1989年以降、VSOP計画
ﾉおける日米の協力に関する検

｢が行われてきている。米国側

ﾍ、衛星の追跡、データ1信へ

ﾌ参加、協力を行うと共に、V

kBI地上ネットワークがスペ

[スVLBI観測に参加する。
ﾇ跡・運用等の技術的側面の検

｢を進めるとともに観測の体制

凾ﾉついて議論を深めた。

@　　　　　　当

VSOPの観測シナリオ、観
ｪスケジューリング、運用体

ｧ、リンク局の開発・整備等

ﾉついて共同研究を行う。

轟麹 　　　　　　　（塾 難

協力テーマ
f（協力の根拠）

協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画
ノ

粒子加速装置 スペースラブを用いた国際共 文　　部　　省 NASA 人工オーロラ、電子ビームアン 平成5年度、公式にはプロジ

を用いた宇宙 同研究として第一次スペース 宇宙科学研究所 テナ、シャトルの帯電現象、帯 エクトは終了したが、部分的

科学実験 ラブ搭載実験のA・0に対し 電中和など多くの実験データが なデータ解析は継続する。
㌧

（SEPAC 、日米科学者が共同提案を行 得られたので、これを解析し、
　　、
j　　　・ 殉って選択されたSEPAC装置を 　　　　　　　　　　　　｝ｻの成果は、平成5年3月の宇

用いた宇宙空間におけるプラ → 宙における電子ビーム利用の国 一

ズマ、大気科学研究。電子ビ b 際会議で発表した。

一ムやプラズマを放射して宇．
臨 宙空間の変化を計測する。

ド

瓦

等について議論を深めた。
、

●

’

即

盲

画

、

、

、　　　！

’
等について議論を深めた。

評　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

駄

　些vノ
｢

’

戸

、

／

髄　　　　う

1

、

ノ
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協力テーマ 噌　　　協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画
（協力の根拠）

TRMM 熱帯地方の降雨を直接観測す 科学技術庁 NASA 62年1回忌り63年3月まで日米 引き続きSSLGのもとで、

（熱帯降雨観 る衛星計画の推進 　　　、F宙開発事業団 両国でTRMM衛星のフィージビリ TRMM衛星について、日米共同

測衛星計画） 日米共同フィージビリティ 通信総合研究所 ティスタディ（フェーズA）が進
で計画を推進していく。　　　　　　’

第4回SSLG スタディ（フェーズA）に 気象庁 められ、この間62年10月には熱 また、TRMMレーダアルゴリズ　　　　　　　　　　　　》

（61年6月）
おいては、熱帯降雨観測衛　　　　一 帯降雨観測に関する国際シンポ ムの開発のため、NASAとCR

で、新規協力 星（TRMM）のミッション機器 ジウムが東京で開催された。 L間の航空機共同実験データ

プロジェクト である降雨レーダー（P．R．） 63年4月にNASA局長が、5月に の解析を推進する。

として合意 を開発し、NASA開発のセン 科学技術庁研究開発局長がフィ

サ（可視・赤外及びマイク 一ジビリティ報告書に調印し

ロ波放射計）と共にNASA衛 た。また、11月のSSLG計画会合

星バスに搭載し、我が国の （ワシントン）においてTRMMに

H－Hロケットにより、打ち 関する日米協力の継続を確認し

上げることとして研究を進 た。

めることが合意されている 元年9月よりNASAはTRMM計画の

フェーズBを開始し、このため
…

の会合が米国に於いて開催され

注）P．R．：Precipitation た。また10月のSSLG計画会合

・Radar （東京）においてTRMMに関する

日米協力の継続を確認した。

2年1月にTRMM国際シンポジウ
L ムが東京で開催された。

曽
い
》

2年10月よりNASAはTRMM計画の
■

フェーズCを開始した。また11

i 炉

月にワシントンでSSLG計画会合
㌧

が開催され、引続き協力を進め
「

」

「

ている。
い

’

3年3月にNASAとNASDA間で、

璽 一　　　　
論

協力テーマ
協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

（協力の根拠）
、

ド 今後の協力を進めるに当たって
へ の書簡（LOA；Letter　of　Agreem

）

ent）を交換した。4月置わが国
！　　　　　∫
@L に於いてTRMM計画の開発研究を

ξ

開始した。11月東京に於いてSS

LG計画会合が開催された。

平成4年3月に東京に於いてTRMM
／

に関する国際ワークショップが

開催された。
’

平成4年12丹にワシZトンに於

いてSSLG計画会合が開催され、

引き続き協力を進めることとな

1

つた。

’

覇

「

げ

ミ

ゴ

窄
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協力テーマ 　　　　　」
ｦ力の内容

と　’日本側機関
相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

（協力の根拠）

Dynamics　Exp NASAのDynamics　Explorer衛 郵政省通信総合 NASA パソコンを用いた鹿島の11mア 取得したVLF電界データの解

lorer（DE－1） 星（DE－1）のテレメトリ受信を 研究所 米国アイオワ大 ンテナの無人自動制御によるDE 析を引き続き行う。VLF電界

計画への参加 鹿島支所で行い、データ解析． 学 一1プラズマ波データの受信を行 データのカラースペクトル表

をすると共に、その複製テー い、1991年2月までに134パス 示による解析を進める。

NASAの同計画 プを米国アイオワ大学へ送付 のデータを取得し、その磁気テ

への参加公募 する。 一プ編集コピー52巻を米国アイ

に応じて、昭 NASAはDE－1の衛星軌道要素及 オ、ワ大へ送付した。NASAは1991、

和58年12月に び衛星運用予定等を通信総合 年3月でDE－1の運用を停止し

NASA本部へ通 研究所へ提供する。 た。受信したVLF電界データの

信総合研究所 処理、解析を進め、衝撃性VLF

鹿島支所に於 ＊DE－1は：遠地点23，000㎞、近 波の研究成果について論文発表

サるDE－1のテ 地点570面の極軌道を持つ を行った。

レメトリ受信 電磁圏観測衛星で、1981年

を提案した。 8月3日に打ち上げられ
1

同提案は昭和 、　た。

60年5月にNA
sA本部により

正式に承認さ
～

9

れた。
～

’

一

、

ユ

》

1

薯

匹　幽

一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

層

騨 鰺
／

協力テーマ
i協力の根拠テ

協力の内容　　　　’ 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

宇宙からの降 1．通信総合研究所が開発した 通信総合研究所 NASA 1．59年度にNASAの実験担当 1．実験データ．の処理解析を継

雨観測の可能 航空機搭載用マイクロ波雨 者と実験計画、実験方法につ 回する。

性についての 域散乱計／放射計システム いて取り決めた。 2．地上に降雨レーダを設置

研究、　　　1 をNASA所有の航空機に搭載 2．60年2月～62年1月、62年7 し、既設のミリ波リンクと

（60年SSLG会 し降雨観測実験を行う。ま 月～元年6月、元年6月～3 共に降雨観測実験を実施す

議合意事項） た、人工衛星ならびに航空 年7月、3年5月～現在ま る。

機搭載用降雨レーダの降雨 で、それぞれ通信総合研究所 3．TRMMのレーダデータの処理
’ 強度についてのグラウンド の職員一名がNASAゴダード宇 解析手法の研究を継続す

’トルースデータを収集する 宙飛行センターに滞在レ、通 る。

ため、通信総合研究所が開 P ハ 信総合研究所の開発した雨域

発したミリ波リンクをNASA 散乱計／放射計を酷SAの航空

ゴタ㌧ド宇宙飛行センター（ρ 機に搭載して降雨観測実験を

フロップス飛行基地に設置し v 実施した。また地上ミリ波リ

降雨減衰データからバス平 リンクを設置し、伝般実験を

降雨強度を算出する。 実施した。
P

2．航空機実験は、NAS4ゴダー 3．降雨域の上空から観測した降

ド宇宙飛行センターのワロ 雨レーダデータから降雨強度

ップス飛行基地周辺と熱帯 を算出する様々なアルゴリズ

！

海域で実施する。　卜

ムを開発した。

31通信総合研究所は機器のオ 4．日米共同の衛星計画である
‘

ペレーション及びデータ処 TRMM搭：載降雨レーダのシステ
」

理のため通信総合研究所の ｝ みデザイン検討を実施した。

職員をNASAの費用でNASAゴ 5．雨域散乱計／放射計をNASA
、 ダード宇宙飛行センターに DC－8に搭載し、国際共同台風

滞在させる。 実験に参加した。また、T－39
止

4．同実験成果を皮映させ、将 からのフロリダ半島沖のパリ

1

来の人主衛星搭載用降雨レ ケーン観測実験に参加した6
i 一ダの開発においても協力 6．これまで取得した航空機実験

関係を進める。
、

データの解析を継続した6

〆
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協力テーマ、 、

（協力の根拠）
協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

人工衛星レー レーザー測距による人工衛星 海上保安庁 NASA 57年度から人工衛星の共同観 協力関係を継続するととも
ザー測距によ の共同観測を実施し、データ 測及びデータ交換を実施し、こ に、引き続き米国及び日本の

る測地及び地 　　　　　　　　　　　’ﾌ交換を行う。 れを用いて日本測地系と世界測 人工衛星の共同観測を実施
球力学の研究 由仁との位置関係の精度向上を し、データ及び研究成果の交
（二国間協力） 同データの解析に関するソフ 図ってし、・る。 換を行う。

● トウェアについての情報交換

及び同データを用いて得た研 61年度から上記の共同観測等
究成果の交換を行う。 に加え、日本の測地実験衛星「

あじさい」の共同観測、データ

さらに、人工衛星レーザー測 及び研究成果の交換を行ってい 、＼

A

距装置の開発・改良に関する る。
t

情報を交換する。

61年度から毎年職員をNASAに

派遣しソフトウェアの情報交換

及び研究成果について討議を行

辱

一

っている。
、

平成4年7月に打ち上げられた

米仏共同によるアルチメーター
、

衛星TOPEX／POSEID
、 ONの追跡を行い、データ交換

ノ
を行った。

’

メ

’

凶

ぐ動
〆

　
（2）ESA（欧州宇宙機関）

協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画　　　　　　　’、

地球観測

i日／ESA
s政官会議）　　、

地球観測分野に関する情報交
ｷ及び協力の可能性の検討を
iめる。

科学技術庁
F宙開発事業団

ESA 第8回（57年11月）、第9回（58
N11月）、第10回（59年11月）、
謔P1回（61年4月）、第12回（62

第18回（5年6月）日／ES
`行政官会議が開催される。

`DEOS／EERS－2相年4月）、第13回（63年6月）、第 互受信協力、JERS－1／
7

「

’　、

14回（元年5月）、第15回（2年
U月）及び第16回（3年6月）

EERS－1データを利用し
ｽ共同研究。機器協力（セン

日／ESA行政官会議iにおいて サの共同開発・交換）につき
情報交換を進めるとともに、ヨ 引き続き相互に情報交換を進
一二ッパERS－1の日本での める予定。
受信、わが国のMOS－1及び

奪 》JERS－1のEDA局での受信につ
㍗、

いて検討された。

ESA局では、62年から11月か
らMOS－1の直接受信が開始
され、JERS－1、ヨーロッ

〉 パERS－1の相互受信につい
ても3年6月にMOUが締結さ
黷ｽ。

、 第17回（4年6月）JERS
一1／EERS－1データを使
つた共同研究（相互校正、熱帯

〆　　　’

r

森林・極地方氷モニタ）につい

て提案・合意。ADEOS／E
ERS－2相互受信協力検討。
機器協力（センサ交換、共同開
発）検討。地球観測データを利

、

’ 用したデータ中継実験検討。 疹

一247一
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協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容
　、
坙{望楼関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

宇宙用部品及

ﾑ品質保証

i日／ESA
s政官会議）

宇宙用部品ρ開発計画及び品

ｿ保証に関する情報交換を行

､。　　　・

科学技術庁

F宙開発事業団

@　　画

　ESA

A

　　　旨i1）昭和55年以来、相互に認定

@部品リスト（QPL）及び認
@定部品仕様書の交換を実施し

@ている。

i2）59年以来、宇宙用部品の情

@報交換を実施している。

認定部品仕様書等の交換及び

F宙用部品ソフトウェア品質
ﾛ証及び宇宙デブリ等に関す　　　　　　’・る情報交換を引き続き実施す

驕Bまた、部品認定制度の相

ﾝ利用の促進を計る。

部品調達支援

@　一

（1）部品調達に関する支援を

@受ける。

i2）部品調達時の問題点につ

@いて情報交換を実施する。

宇宙開発事業団 ESA （1）欧州部品の調達のための支

@援契約を締結した。

@　　　（昭和63年3月31日）

i2）欧州部品の調達のための支

@援契約の延長更新を行った。

@　　　（平成2年8月31日）

i3）支援契約を4ヶ月暫定延長

i平成5年7月末日まで）した
i4）支援依頼を行った。（46件）

ESAの都合により欧州部品

ｲ達の方法及びESA支援契
�ﾌ見直しを行う。　’

海洋観測衛星
P号及び
P号一b
@ESAにお
@けるMOS－1
@の直接受信
F及びデータ
@利用促進1（NASDA／ESA

@MOS4支援
@に係わる協
@定書62，2．3
@締結）

ヨーロッパ地域における地球
ﾏ測データの利用促進を図
ｩる。

　　　　再

@　　　　　　　　一

宇宙開発事業団

@　　　　　匡@　｛

　ESA

h

・62年11月からキルナ・マスバ
@ロマス、トロムソ、フチノの
e局が定常運用を開始した。・2年度も引続き定常受信を行

@つたげ・現協定をMOS－1b受信を

ﾜめた内容で改訂を行った。（3年7月18日）

@　」

・引続き定常受信を行う。

@　　〆

．璽＿＿＿ ㊥
門
」

協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

ADEOS追
ﾕ管制支援　．

@　、

八DEOS打上げ初期段階の
ﾇ跡管制支援を受ける。僧　　　　　　　ガ　　　　　　　㌣

@1

宇宙開発事業団

@ヒ
ESA 7年度冬期の打上に向けて、調

ｮを開始した。

追跡管制支援に関する契約を

�汲ｷる。

日本の地球観

ｪ衛星1号及
ﾑヨーロッパ

ﾌリモートセ

塔Vング衛星

fータの相互

�M及びデー
^利用促進　　　、　葬

iNASDA／ESA

iERS－1及び　匹ERS－1の相互

�Mに係わる　　「

ｹ解覚書3．　　　　　　’

U．20締結）

@　｝

f　　疑

日本及びヨーロッパ地域にお

ｯる地球観測データの利用促
iを図る。’　　　　　　　／

e　’　～

宇宙開発事業団

ﾊ商産業省

@　　　　愛
@’

f

ESA

@　　1

4年1月から、NASDA鳩山局、！
倦蜉w熊本局、南極昭和基地局／において、ヨーロッパのERS－1

f「夕の受信を開始した。

dSA局においては、4年8

獅ｩらJERS－1データの
�Mを開始している。

@ず

@　　L

@、

@　P

NASDA鳩山三等において、引

ｫ続き、ヨ』ロッパのERS
|1データの受信を行う。

一2497一
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協力テーマ
協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画．（協力の根拠）

地球観測分野
　　　　
dRS－1、（欧州リモートセ 通信総合研究所 ESA ERS－1は、平成3年7月に 能動型反射器を用いた較正実
ンシング衛星1号）を利用し 宇宙開発事業団 成功裡に打ち上げられた。通信 験を実施すると共に、稲作観

ESAのERS－1 た地球観測実験に参加する。 気　　象　　庁 総合研究所は宇宙開発事業団と 測実験を実施する。海洋観測

実験計画の公 海上保安庁 共同で、ERS－1搭載の合成 実験を継続する他、海氷観測

募に応えて、
’

開講レーダの較正実験、海洋油 実験に着手する。

通信総合研究 汚染検出実験および海洋観測実
置

所から3件、
ノ

験を実施した。海洋実験には気
ミ

海上保安庁か 象庁、海上保安庁も参加した。

ら1件の提案 較正実験においては、既知のレ
、

を行い、rいず ’ 一ダ断面積をもつコーナリフレ ＼

れも採用され クタの映像が鮮明に得られ、S
、

　　二「　　・

ｽ。 ARの映像強度とレーダ断面積
一 の関係が明らかとなった。

、
海洋実験においては、オレイル

アルコールを用いて作製した擬

似汚染域がSARの映像上で明
P∫

確に識別できることが示され
㌧

た。同汚染域は同時に運用され
’ た航空機搭載映像レーダでも検

出されている。

、

1

’

甲

， し

～

　　　、
e

餐塾 餐塾

》
　

協力テーマ
協力の内容　　一 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績

　　　　　－

ｽ成5年度の計画
（協力の根拠）

地球観測
i日／ESA　一　　、

s政官会議）

ESAのLASSO計画（静
~衛星に対する衛星レーザ測
翌ﾉよる大陸間時刻同期技術
凾�ﾚ的とする）に参加し、

kASSOデータの利用実証
､究を実施する。．

航空宇宙技術研
?梶

A　　　　　、

ESA

@　　　　！

第10回（昭和59年11月）、第11

�i昭和61年4月）、第12回
i昭和62年4月）、第13回（昭和

U3年6月）、第14回（平成元年
T月）、第15回（平成2年6月）、
謔P6回（平成3年6月）、及び第

P7回（平成4年6月）日／ESA

LASSO計画は、平成4年
U月からESAを離れ、CE
qGA（フランス）主導で継
ｱされている。現在は、フラ
塔X及び米国の各1局がレー
U測距観測を実施している。

ｵかし、LASSO実験の進
行政官会議においてLASSO 展はあまり期待できない状況

、

計画の進捗と技術課題について であるので、これまでの成果

，

、　！

情報交換を進めた。昭和63年 をもとに終了報告書としてま

6月にLASSOペイロードを とめる。
搭載した気象試験用静止衛星
（Meteosat－P2）が打上げられ、

、

平成元年2月から平成4年初頭ま
でヨーロッパのレーザ局を中心

にLASSO実験が実施され
た。しかし、静止衛星レーザ測

㌧

距は予想以上に困難で僅かにフ
ランスとオーストリアの各1局
が間欠的に成功しただけであっ

た。そこでESAは、Meteosat
雨 一P2を本来の目的であった気象

－ 観測に戻すとし、平成4年6月こ

れ以上LASSO計画をサポー
、

’

、 トしない旨参加者グループに通
｝ 心した。以来、ESAを離れ、

CERGA（フランス）が担当

ノ
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協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容 日本側機関
相手機関　メ

平成4年度までの実施 平成5年度の計画

科　学 宇宙科学諸分野における協力 文　　部　　省 ESA 平成3年度に引き続き科学分野 科学分野の情報交換を行うと

を図り、相互の計画の情報源 宇宙科学研究所 における情報交換を行うととも ともに、「ぎんが」による共

換、協力計画の討議を行う。 に「ぎんが」による共同観測を 同研究の継続、ISO計画にお

行った。 ける協力実施、さらに将来ミ

ッションにおける協力を検討

する。

塵

卍

暫

、

＼

’1

5

　　　　　　　　　　’e　　　　　　　　ト
　　　　ノ　　　　　　　　■
ﾌ

，　i

｝
〆

窄

・醗 評働

ン
　

協力テーマ 一　協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画（協力の根拠） ，

地球観測分野 ERS－1（欧州リモートセ 通信総合研究所 E　S　A 通信総合研究所より提出した3 引き続きERS－1レーザー

ンシング衛星1号）を利用し 気　　象　　庁 件の実験提案が仮採用された。 測距観測を行い、データの交

ESAのERS－1 た地球観測実験に参加する。 海上保安庁 換を行う。

計画へ1986年 63年5月に提案実験のPI（
5月通信総合 主任研究者）を対象とする会議

研究所から3 が開催された。

件、海上保安

庁から1件実 元年2月に、ESAの要請によ
験参加を応募 って通信総合研究所藤田室長が

した。1983年
匙 ／日本地域のとりまとめ役（CI

！　　、 “

3月ESAから
、

）をつとめることとなった。

これらの実験

参加を仮採用 2年4月、10月にCI会議及
する旨の通知 びPI会議が開催され、ERS
，があり、伺年 一1の運用計画が決定された。

・5月のPI会 一

議において了 ＝ ERS－1は3年7月に打ち上承
ざ
れ
た
。
卜

f げられ、打ち上げ直後から第五
叢　　、 管区海上保安本部下里水路観測

所において、レーザー測距観測
、

を実施し、デニタの交換を行っ
、

ず ている。

江

昌

3年11月に打上げ後、初めて
ぐ

のPI会議が開かれ、研究成果
r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　宇

の情報交換が行われた。

r
｝
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協力．テーマ

i協力の根拠）
協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

地球観測分野　　　　　　」 ERS－1（欧州リモートセ 通信総合研究所』 ESA lERS－1は、平成3年7月に ひきつづきSARによる稲作
L ンシング衛星1号）を利用し 宇宙開発事業団 成功裡に打ち上げられた。通信 観測実験を実施する。

ESAのERS－1 た地球観測実験に参加する。 気　　象　　庁 総合研究所は宇宙開発事業団と
冒

実験計画の公 海上保安庁 共同で、ERS－1搭載の合成
　　　　●蛯ﾉ応えて、 、 開ロレーダの較正実験、海洋油

通信総合研究 汚染検出実験海洋観測実験及び

所から3件、 障 稲作観測実験を実施した。海洋

海上保安庁か 実験には気象庁、海上保安庁も
ら1件の提案　㌧

参加した。較正実験においては

を行い、いず 、既知のレーダ断面積をもつコ

れも採用され 一ナリフレクタの映像が鮮明に
｝

た。 得られ、SARの映像強度とレ
ト

、

一ダ断面積の関係が明らかとな

つた。

海洋実験においては、オレイル

アルコールを用いて作製した擬

似汚染域がSARの映像上で明
「

確に識別できることが示され
た。同汚染域は同時に運用され

’

た航空機搭載映像レーダでも検：

セ

’

は稲作の生育状況の時間的変化

覇
ご蓼
ン

　

協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画
㌦

をSAR映像より明確に確認す
ることができた。

〆
ノ

、

｛ 、

”　　》　し

！

、！

r
，

ノ

一

’

「

、

’

ノ

’

口

」

’

P

一255一

∫可ア



一256一

（3）カナダ

協力テーマ 　　　、ｦ力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画
（協力の根拠）

リモートセン リモートセンシングに関する 科学技術庁 CCRS SOI及びそれに基づくCCRS／ 相互に情報交換を続ける。

シング 潮齢科学技術協力に係わる意 宇宙開発事業団 NASDA間協定（58年8月）に従い、

（日加科学技 向表明（SOI）（57年月）に 58年1σ月から11月にSAR搭載

術協力） 基づき地球観測分野における 航空機コンベア580（SAR－580）を

会合、情報交換、人材交流を 用いてSARデータの収集を行

通じて相互に関心を有する協 い、58～60年度にかけてデータ

力可能な具体的なプロジェク 処理・解析評価を行った。CCRS

トを抽出して協力を行う。 局におけるMOS－1直接受信は63 ＼

年3月8日に締結した。 　L
1

CCRSにおけるMOS－1直接受信は
舳

63年5月～10月に実施された。

MOS－1の直接受信については、

受信期間の延長等の取決の改訂

が元年3月に行われた。

また、CCRS局におけるJERS－1直

、
　　　　　　　｝ﾚ受信の協定を4年5月12日に締

結した。

謙勤 で璽

ン
ー’＋睡

協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

海洋観測衛星

P号及び1号一b

Jナダにおけ

驍lOS－1の直

ﾚ受信及びデ

[タ利用促進
iMOS＝1データ

ﾌ直接受信に

ﾖする協定書
U3．3．8締結）

北米地域における地球観測デ

[タの利用促進を図る。

@亀

科学技術庁

F宙開発事業団

@　　　　竜

CCRS ・63年5月からガティノ局で定常

�Mを開始した。

E元年9月からプリンスアルバー

g局で定常受信を開始した。

E2年10月にMOSrlbを受信を含め

ｽ協定改訂を行った。

・引き続き受信を行う。

@　　　　　’

@　　　　　　’

地球資源衛星

P号，

Jナダにおけ

驍iERS－1の直

ﾚ受信及びデ
[タ利用促進　　　1ノ

iJERS－1テ㌧タ

ﾌ直接受信に
ﾖする協定書1　　　　　　’

S．5．12締結）
@？　　　　　　ゲ

北米地域における地球観測デ

[タの利用促進を図る。／

@　　　　　　、

@　　　　　〆　　、

@　　　　　　　r
A　　　　　ら

@　　　　L@　　電

@　　ギ

科学技術庁

F宙開発事業団
CCRS

f　　’

・平成4年8月から定常受信を開　　　　「隠した6

@　　　　　　　　　　　　｝

・引き続き受信を行う。

@　、

@　　　　　　　　　馬
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　　　　　　、ｦ力テーマ
、 協力の内容 日本側機関　　　　　「 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

（協力の根拠）

宇宙実験 マイクロGにおける流体実験 航空宇宙技術士 カナダ宇宙機関 第1回日記科学技術協力合同委 本協力は平成4年度をもって
（日加科学技術 装置の開発を目的に、技術情 究所 （CSA） 員会（昭和61年9月）におい 終了した。
協力合同委員、 報の交換、地上実験装置の設 トロント大学 て、日本側から提案を行い、合
会） 計・製作、落下塔・航空機実 意された。以後、情報交換を行

験及び共同宇宙実験の可能性 うとともに、低プラントル数流
について検討を進める。 体のマランゴ両流の観測実験及

びコンピュータシミュレーショ

ン（CSA）をそれぞれ行っ 、

，

た。
＼
～

微小重力研究 無接触浮遊湯治の回転安定性 航空宇宙技術士 カナダ 航空宇宙技術研究所は超音波に 昨年に引き続き、液滴の浮揚（
日
加
科
学
技
術
、

について、，航空宇宙技術研究 究所 トロント大学 よる三三の浮揚、回転を行い、 回転の実験を進めるほか、閉
協力協定、 所は実験を、トPント大学は カナダ側は解析を進めた。 鎖空間で、、蒸気圧をパラメー
宇宙パネル） 理論解析を行い、理論の検証 夕に加えて、カナダ側の理論

発展を図る。 解析と比較検討を行う。

卜

、

ト

聖

’

〆

1

’　　　　う　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥『マ

、

，

働 、働

ン
　

協力テーマ
響

（協力の根拠） 協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実施 平成5年度の計画

研究用ロケッ 科学観測用ロケット等への観 文　　部　　省 NRC他 質量分析装置を含む第12号衛星 質量分析装置を含む第12号衛
ト打上げ等 ’測機器の相互搭載ぐ衛星テレ 宇宙科学研究所 「あけぼの」による共同研究の 星「あけぼの」による共同研
（SMS搭載　、

メータデータ取得などの協力 ・推進、テレメータのプリンスア 究の推進、テレメータのプリ
に関するNR を行う。 　馳泣oート局での受信を行った。 ンスアルバート局での取得を
Cとの合意書
j

継続する。

」

∫

討

、

キ

1　　’

〆

㌧

ノ

，　，　　！

ヤ
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（4）ドイツ

協力テーマ
協力の内容

　　　　　「
坙{側機関 相手機関 平成4年度まで、の実施 平成5年度の計画（協力の根拠）

ダストカウン ミュンヘン工科大学が開発し 文　　部　　省 ミュンヘン工科 　　　　　　写ｽ成元年度に打上げられたMUSE 4月11日に「ひてん」は三

態ー搭載に関 たダストカウンターをMUSES一 宇宙科学研究所 大学 S－A　「ひてん」に搭載されたダ 面に衝突し、そのミッション

する共同研究 Aに搭載し、宇宙塵の観測を ズトカウンターにより宇宙塵の を終了したが、引き続きダス

（MUSES－A衛 行う。 観測及び解析を共同で行うと共 トカウンターによる宇宙塵の

星に関する宇 に、COSPAR等の国際会議におい 観測結果につき解析を共同で
、

宙科学研究所 て、これまで得られた結果の報 行う。

と、ミュンヘン 告を行った。

工科大学との 、

協力に関する

覚書）

L

／

畢

幽

1

亀　肇
β

1

‘

－

町

’

1　　’
／

ぐ働 ㊥
ン

　

協力テーマ
協力の内容 ’日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

（協力の根拠） 一

人工衛星レー’ レーザー測距による人工衛星 海上保安庁 応用測地研究所 59年度に左記の協力内容につ 引き続きデータの交換を行う
　　　　一
Uー測距によ 1の共同観測を実施し、データ （IFAG） いて提案をし、この分野での協 とともに、ソフトウェアや観

る測地の研究 の交換を行う。 力関係の進展を図った。 測装置等に関する情報交換を
　　♂@　、i二国間協力） 噛

行う予定である。

同データの解析に関するソフ 61年度からは、　「あじさい」
！

トウェアについての情報交i換 の概要及び観測計画、軌道情報

及び同データを用いて得た研 などを提供しデータの交換を行

毛 究成果の交換を行う。 っている。

さらに、人工衛星レーザー

測距装置の開発・改良に関す

る情報交換をする。

’

、

昏

♂

，

、　㍉

‘

’》

ド

「

♂

r　　’

「
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（5）フランス

協力テーマ 　　　　　　　　　　，
ｦ力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画（協力の根拠）

SPOT－3追跡管 SPOT－3打上げ初期段階の追跡 宇宙開発事業団
　
C
N
E
S
4

5年度9月の打上げに向けて、 5年9月の打上げに向けて、

制支援 管制支援を行う。 実務レベルの調整を行った。 実務レベルの調整を行う。

（NASDA／CNES

追跡管制協力

覚書、63．6．7

改訂）．

、

㍉

SPOT－4追跡管 SPOT－4打上げ初期段階の追跡 宇宙開発事業団 CNES 7年初めの打上に向けての調

制支援　　、 管制支援を行う。 整を開始する。

（NASDA／CNES
！

追跡管制協力

覚書、締結予

定）
髪

ADEOS追 ADEOS打上げ初期段階の追跡 宇宙開発事業団 CNES 7年度冬期の打上げに向けて、 追跡管制支i援に関する契約を
一

跡管制支援 管制支援を受ける。 調整を開始した。 締結する。

（NASDA／CNES

追跡管制協力
‘

覚書、締結予
定）・ －

（攣 ！聯

ン
　

協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績
平成5年度の計画　　　　与

人工衛星レー ，レーザー測距による人工衛星 海上保安庁 フランス 59年度に左記の協力内容につ 協力関係を継続するととも
ザー測距によ の共同観測を実施し、データ 宇宙測地研究グ いて合意がなされ、61年度か に、引き続き日本から「あじ

る測地の研究 の交換を行う。 ループ／地球力 ら協力を行っている。 さい」の軌道情報などを提供
（二冷間協力） 学天文学研究セ し、　「あじさい」の共同観測

伺データの解析に関するソフ
～ンター

61年度に日本側から「あじさ を行う。

トウェアについての情報交換 （GRGS／CERGA） い」の概要、観測計画及び軌道

及び同データを用いて得た研 情報等を提供した。

ノ

究成果の交換を行う。
一

62年度にフランスを訪問し、
甑

さらに、人工衛星レーザー測 技術的な情報交換と協力関係進
’

距装置の開発・改良に関する 展のための打ち合わせを行っ
情報交換を行う。 た。

’

、

≧

ρ

欄

ド

1、

　　　　寸A　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　♂

F

r

㌧
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唖
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協力テーマ 協　　力　　内　　容 　　　　　雪坙{側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画
（協力の根拠）

「

一静止気象衛星 フランスはニューカレドニア 気象庁 気象局 ニューカレドニアに通報局 当初の目的は達成したと考え

（GMS）のデ に通報局を設置し、気象庁はG を2局開局し、運用するとと られるので当協力のプロジェク

ータ収集システ 　　　　　　　　　　，lS経由で気象データを収集し もに必要な情報を交換した。 トを終了する方向で調整する。

ム（DCS）の 配信する。そのためのシステム
展開 の技術情報の交換等を行う。

（科学技術分野

の協力に関する

協定）
ノ

、

’

1

［

’

ノ

5

’

駆

｝

ト

ゴ

｛働 ご論
評♪

一
」
4
－
1
・

，（6）イギリス

協力テーマ
i協力の根拠）一

’　　協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実施 平成5年度の計画

科　　　学 第11号科学衛星（ぎんが）は 文‘　部　　省 レスター大学 平成3年度に引き続き「ぎんが 引き続き共同研究を行う。
（文部省と英 ・、X線天文観測衛星で、活動 宇宙科学研究所 」での観測について共同研究を

国科学工学研 銀河中心照照のX線観測を行 行った。

究会議との間 うものである。
一

、

一

で協定） その主要装置である大面積比

（58年10月） 例計数管の開発、製作を共同

で実施するとともに打上げ後

o
は観測研究で協力を行う。

ノ

’

／

ゲ

榊

曇

’

ρ

1

二
司

一

づ 　　　　　　　　胃
v

‘

／
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（7）スウェーデン

協力テー、マ

i協力の根拠）
協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

辱

JERS－1 JERS－1の定常段階にお 宇宙開発事業団 SSC JERS－1の実運用を行った JERS－1の実運用を継続
用可搬型追跡 ける追跡管制業務を委鎖す （スウェーデン する。　　　　　’

管制局運用契 る。 宇宙公社）

約（3．6．18締

結）

、

ノ

～

、

、

嚇

、

調

奪

♂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

‘　　　　　　　　　　ノ

一

、
〆

、

「一

押

げ「　　一

@」
’

．鯉
ギ聯

」
　

（8）’
Iーストラリア

協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 　　　　　　　　一
ｽ成5年度の計画

海洋観測衛星

P号及び1号
黷af

Iーストラリ

AにおけるMO

r－1の直接受

M及びデータ

?p促進。

iNASDA／CS　IRO

lOS－1データ

ﾌ直接受信に

ﾖする協定書
U2．6。4締結）

オーストラリア地域における

n球観測データの利用促進を

}る。　　　　　、

@㍗

@　　　　　　、

宇宙開発事業団 CSIRO ・63年7月からアリススプリン

O局で定常受信を開始した。

E2年9月にMOS－1b受信を含め

ｦ定改訂を行った。

・引続き定常受信を行う。

　　　同n球資源衛星
P号　　ノオーストラリアにお

ｯるJERSヨの

ｼ接受信及び

f「夕利用促
iヤ

iJERS－1テ㌧タ

ｼ接受信に関

ｷる協定書
S．11．24締結）

@　ρ

オーストラリア地域における

n球観測データの利用促進を

}る。

u　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　司

@　　　　町
@　　　　！

@　　　　　　　　　　一

宇宙開発事業団 AUSLIG ・JERS－1の直接受信について協

闥�求

E平成4年12月から定常受信を開

J始した。

・引き続き定常受信を行う。

@　　　　　　　　　」

@　、、

。一Q67一
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，協力テ弓マ 協　　力・’内　　容』 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画
て協力の根拠）

清争止気象衛星 静止気象衛星4号について、 気象庁． 気象局 静止気象衛星3号について 本協力壷従来どうり継続運用
㌔

の運用・ 我が国はオーストラリアによる 待機衛星としての管理のため する．。

（静止気象衛星 研究のための画像肩三等の入手 オーストラリア測距局の予備 また、静止気象衛星5号に関

システム4号計 要請に対し妥当な考慮を払う。 系アンテナを120。Eに指 する情報を提供する。
画のための協力 オーストラリアは気象衛星の

、

向させた。

に関する巨本国 観測業務に必要な3ヶ所の測距 静止気象衛星4号について
政府とオ誌ズト 局のうち、エヶ所について自己 従来に準じた運用を行うべく

〆ノ

ラリア政府との ’の費用によってく建設・運用・ 交換公文を締結した。
交換公文）ド ・保守を行う。 毎年1回日豪静止気象衛星

’合同委員会を開催し、GMS
「　‘

システムの現状等について情

報交換を行っている。
ζ　　　1　－

1

炉

｛

、

●“，

’　楓暫

一㍉

～漏＿。。＿＿＿＿＿輕 （璽

つ“

協力テーマ 協　　力，　内　　容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画
（協力の漏話）、

GMSr4衛 ’．中国が打上げを予定している i気象庁 国家気象局 平成2年度に協力合意がな 引き続き園情報の提供及び専
星打上げ後の運 静止気象衛星「風雲2号」の運． され、気象衛星調整会議の際 門家の交流を進める。
用状況の研究’ 用計画の参考としてGMS－4 ！こ、GMS－4の運用状況に
（甘中科学技術 4）導用電源の概要について情報 ついての情報を提供した。
協力） 交換を行うご

ノ

日　　、

身　　　卜
1　ト

E

炉

．　』

「

一

一2」6．9≒

だ



、
㌔
、

一270一

、（9）中　国

協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実施 平成5年度の計画

通信・放送衛

ｯ分野
i日加科学技

p協力）

通信衛星及び放送衛星に関す

髀﨣��ｷ

郵　政　省
　　　　　，
ﾊ　信　省 通信衛星及び放送衛星に関する

﨣��ｷ等を行った。

通信衛星及び放送衛星に関す

髀﨣��ｷ等を継続実施する

B

宇宙通信分野

i日本／ES

`行政官会
c）

日本及びESAの宇宙開発に

ﾖし、その協力関係を促進す

驍ｽめ通信分野における情報

�ｷ、専門家の交流等を行っ

ｽ。

f

郵　政　省 ESA 過去17回の行政官会議に出席す

驍ﾆともに、宇宙通信分野にお

ｯる各種情報交換、専門家の交

ｬ等を行った。

T年1月には、COME・TとS
oOT－4のSバンド中継実験
A光衛星間通信実験、中・高高

x衛星、静止軌道サービス衛星

凾ﾉ関する情報・意見交換のた

ﾟの専門家会合を東京で開催し

ｽ。

5年6月に、東京で日本一E

rA行政官会議（第18回）を

J催する。また、次世代の通

M・放送分野の研究開発衛星

ﾉ関する協力の可能性、C

nMETSとSPOT－4の
rバンド中継実験、光衛星間

ﾊ信実験の協力について今後

ﾆも継続して議論するととも

ﾉ、宇宙通信分野における各

墲ﾌ情報交換を継続する。

・璽
（ご塾

㌦ジ 、司
協力テーマ
i協力の根拠）、 協力の内容 代日本側機関 相手機関 平成4年度までの実施 平成5年度の計画

lVLBI技術 L日中間でVLB　I共同実験を実 郵　　政　　省 中国科学院 「日中科学技術協力協定」に基 上海天文台の25mのアンテナ
による地殻プ♂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／P

施し、日中商の距離を正確 通信総合研究所 上海天文台 づき を用いた日米共同実験を引き
レート運動の に測定することにより、大 ・昭和60年9月 続き進め、同アンテナ位置を

4

研究’ 地震の発生機構の解明に必 日本製データ収集装置による VLB　I世界座標系の中で正確に
（日中科学技 要な地殻プレート運動を実・ 初の日中VLBI実験 求める。

術協力協定）　　〔

照する。
．・ ｺ和61年6月 元年度設置した太平洋プレー

日中米3国VLB　I実験 ト上の南鳥島局、2年度に移

・昭和62年6月 憎したフィリピン海プレート

上海新設25rnアンテナによる 上の南大東島局と既設の鹿島

日中米3国VLB　I実験 局・上海局間の基線測定を行
、

亀

・平成元年7月～8月 い、各局の位置するプレート
一

通総研新設南鳥島局、鹿島 の相互運動の検出実験を継続

局、上海局による西太平洋VL して実施する。
＼

BIネットワークの第1回実験

・平成2年6月～7月
，　　　　、 南鳥島局、鹿島局、上海局に

による第2回実験

・平成2年11月
〆

南大東島、鹿島局、上海局に
‘

〆
よる第1回実験

・平成3年6月～7月’

南鳥島局、鹿島局、上海局に
’ よる第3回実験

・平成3年11月
南大東島、鹿島局、上海局に

による第2回実験を行ってい
し　　　　吃

る。　．

艸 鯛 備
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凪

協ガテニマ
s協力の根拠）

　　　協力の内容　 日本側機関一 相手機関 平成3年渡までの実施 平成4年度の計画

・平成4年6ん7月
南鳥島局・鹿島局・上海局に

よる第4回実験

これらの観測の成果である鹿島

一上海問の基線長変化三一2．9c皿

ノ年の解析結果を、平成4年、

発表した。
F

この間中国側研修生計6名を受

け入れ、また、潤本四研究者計

6名を派遣し、技術協力を実施

している◎

一

八

、

ゴ

，　ド

｛璽

即憶ダ

協ガテーマ
d（協九の根拠）

　　　協力の内容「　　　　　　　　、 日本側機関 相手機鴎 平成4年度までの実績 平成5年度の計画．

’EGP〈測地 ’ピ宇宙開発事業団が昭和61・ 海上．保安庁 中国科学院 60年度に左記の強力内容につ 協力関係を継続するととも

実験機能部） 年8丹に打ち上ザた測地実験 上海天文台 に、引き続き日本から「あじ

を痢いた測地 衛星．「あ．じさい」　（旧名称E 「9 国家地震局 ろ、62年度に受け入れる旨回 さい」の軌道情報等を提供
、

、・ﾌ研究ヨ ・．GP：測地実験機能部）の共 蔵漢地震研究 答があった。 し、　「あじさい」の共同観測

ぐ二国間協力） 卜同観測を実施する。中国側の 所 を行う。

測距データを我が国めデータ． 62年度には、国家地震局武漢
と・併せて解析レ、正確な軌道 地震研究所に対しても同様の提 国家地震局武漢地震研究所に
、予報を四二＼これを中国側に 案を行った。 対し、引き続き協力関係の確
1提供する・。二一・、

監 立を働きかける。
暫　～　’

61年度からは、「あじさい」

の技術情報、観測計画、軌道情

報等を提供している。

∫

」

ノ 62年度から「あじさい」の共

同観測を行っている。
」　　　」

戸　　　　　　　　　1

L

費

1　　「

‘・
戟@　㌃

1一　・
ノ

一27β一
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（10’）タ　イ’

協力テーマ’

i協力の根拠）
協力の内容 日本側機関 ／相手機関 平成4年度までの実施 平成5年度の計画

海洋観測衛星

P号及び1号」

黷c

^イにおける

lOS－1の直接

�M及びデー

^利用促進。

iNASDA／NRCT

lOS－1データ

ﾌ直接受信に

ﾖする協定書
X1．6．11改定）

熱帯地域の地球観測データを

謫ｾするためMOS－1受信局を

^イに設置し、取得データの

ｦ同利用を図る5’

宇宙開発事業団

@　　　　、

科学技術環境省

痩ﾆ研究評議会

iNRCT）

・63年6月末にタイ局設備完成

@7月から初期運用開始

E8月23日開所式、9回忌ら
闖妺^用開始　　　　　」・元年1月末～2月始め、NA

rDA－NRCT運用調整会
c・元年3月上～中旬タイ技術者

P練を日本で実施

E2年3月上～中旬タイ技術者

P練を日本で実施

E2年11月下～12中旬にタイ技

p者訓練を日本で実施した。

・タイ技術者訓練
E運用調整会議　　　　　ブ

@　　　　　　　　　／

地球資源衛星

P号

^イにおける

iERS－1の直接

�M及びデー

^の利用促進
@、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v

@　r　　　　曙

@　　　甲

@電　　　　　　　　　　　　　　’

熱帯地域の地球観測データを　　　　　　　　　　　　、

謫ｾするためJERS－1受信局を

^イに設置し、取得デ三三の

ｦ同利用を図る。4

@　　　　　　　　　　ピ
@　　　〒@炉　　　　　　・　　P　　　　　　，

@　　　　　　’

@　　　　し　、

宇宙開発事業団

@　一

科学技術環境省

痩ﾆ研究評議会

iNR、CT）

@　　　馬

@蒐

協力協定を締結

u

＼

＿＿＿＿＿＿＿＿
?m＿．一＿＿＿ 働

．夕

協力テーマ
i協力の根拠） 協力の内容 、日本側機関 相手機関 平成4年度までの実績 平成5年度の計画

人工衛星レー レーザー測距による人工衛星 海上保安庁 国家宇宙計画局’ 61年度に左記の協力内容につ 引き続きデータの交換を行う
ザー測距によ の共同観測を実施し、データ 衛星測地センタ いて提案し、この分野での協力 とともに、ソフトウェアや観
る測地の研究 の交換を行う。覧

一 関係の進展を図った。 測装置等に関する情報交換を
（二国間協力）　　　》

（イタリア） 行う予定である。
同データの解析に関するソフ 61年度からは、　「あじさい」

■ トウェアについての情報交換 鳴 の概要及び観測計画、軌道情報
及び同データを用いて得た研 等を提供し、データの交換を行
究成果の交換を行う。、 っている。

ノ さらに、人工衛星レーザー測 また、平成4年度にイタ・リアを
距装置の開発・改良に関する 訪問し、米伊共同で打ち上げら
ヅ情報交換を行う。 れたラジオス衛星の情報交換を

c 行った。

－

♂

〆

’

’

〔

、

1

‘

’

了

㌧　　　　　　　　馬

干
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て繕うヂ”り

協力テー1マ
i協力め根拠）

　
　
　
棚
力
の
内
容
、
「 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実施 平成5年度の計画

．ロケット打上 南米」ヂリにおけるロケット 宇宙開発事業団 チリ大学宇宙研 下記打上時の運用支援を受けた 冬期にH－H／TF＃1打上
げ支援・ 打上げ時あダウンレンジ局と 究センター （1）1986．8．13N15F げ時の運用支i援を受ける。

（運用支…減等 塾しての運用支援を受ける。 測地実験衛星、アマチュア衛星1

に係る協定、 号、磁気軸受けフライホイール
1

　　　　　　「g－II／TF＃1打 （2）1987．2．19N16F

上運用支援協 海洋観測・衛星1号（MOS－1）

定はH4．4．1発 （3）」990．2．7　H21F

効〉
町

海洋観測衛星1号一b
（MOS1－b）

（4）1992．2．11H24F

地球資源衛星1号（JERS－1）

「

、

V　　L

、

ソ

L
～

ノ

”　　　　　r

k

禰・　　　　　　　　　　　　　　ぐ鞠
崇ぎ一｝…｛醐一　…　錨“　一“　 u…　｛　　鴛…タ

C13）キ、リバス共和個

協九デーマ
i協力あ根拠） 協力の内容 日本側機関 相手機関 平成4年度までの実施 平成5年度の計画
pケット打上 ・クリズマス島におけるダウン、 宇宙開発事業団 キリバス共和国 51年度からクリスマス局施設の 引き続き維持運営を行い、冬

げ支援 レンジ局の敷地の提供、及び， 維持運営を行っている。また、 期にH－H／T倉＃1打上げ
（土地賃貸借1 局施設の維持運営に必要な燃 下記の打上時の作業支援を受け 時の作業支援を受ける。

等に係る協定 ：篤く水、輸送、労働の提供を た。

H4．4d更新） 受ける。 （1）1977。2．23N3F

技術試験衛星II型（ETS－II）

（2）1979．2．6　N5F

実験用静止通信衛星（ECS）

曇 （3）1980．2．22N6F

実験用静止通信衛星（ECS－b

「
（4）1981．2．11N7F

技術試験衛星IV型（ETS－IV）

（5）1981．8．11N8F
ゾ

静止気象：衛星2号（GMS－2）

（6）1982．9．3　N9F
き　　・ 技術試験衛星ill型

（ETS－III）
ζ

（7）1983．2．4　N10F

’ 通信衛星2号一a（CS－2a）

（8）1983．8．’6　N11F

通信衛星2号一b（CS－2b）

（9）1984・1・23N12F

、

放送衛星2号一aぐBS－2a）

（10）1984，8．3N12F

苧 静止気象衛星3号（GMS－3）
し

（11）198＄・2．12N14F

，放送衛星2号rb（BS－2b）
1

’一 Q77一
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